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　秘密保護法施行令に対する意見は次の通りである。
記
施行令３条　特定秘密の指定を行わない行政機関の長について
【意見】
（１）現時点では１９行政機関の長になっている。しかし、特定秘密は安全保障に関する情報に限定するべきである。かかる観点からいえば、金融庁、法務省、総務省、消防庁、財務省、厚生労働省、経済産業省、資源エネルギー庁（２号）、原子力規制委員会（２号）も指定から外すべきである。
（２）仮にそうでないとしても、平成２４年１２月末の段階で金融庁については特別管理秘密の件数は４９、法務省については０であることから、これらは外すべきである。
　また、原子力規制委員会（３条２号）については、原子力発電所の安全性に関する情報が特定秘密にされることを防ぐ必要性があることから、はずすべきである。
施行令第２章第１節　特定秘密の指定　全般について
【意見】
　秘密の指定や有効期間の設定については運用基準案で定めるだけであって、施行令で定めていない。しかし、本来、これらの事項は市民の知る権利に影響を及ぼすだけでなく、漏えい罪等の構成要件該当性または違法性阻却事由にかかわる重要な事実であり、法律に定めるべきである。指定の要件等について法律で定めるまで、法の施行は延期すべきである。
　また、これを法律ないしは施行令で定める場合には、以下の点を明示すべきである。
（ア）違法秘密や疑似秘密を特定秘密に指定することを禁止すること、公益通報の対象事実を隠蔽することを目的とする指定の禁止を明示すべきである。
（イ）運用基準案は特定秘密の指定要件について「（３）特段の秘匿の必要性」として「漏えいにより、我が国に対する攻撃が容易になったり、外国との信頼関係が失われ協力が滞るなど、我が国の安全保障に著しい支障を与える事態が生じるおそれ」と定めている。しかし、「外国との信頼関係が失われ協力が滞ること」を要件とした場合、ほとんどすべての外国から得られた情報が特定秘密に該当する余地を残すこととなる。この要件は削除するべきである。
施行令第２章第２節　特定秘密の有効期間および解除　全般について
【意見】
　特定秘密の指定解除要件を明確に法律で定めるべきである。特に一旦指定した特定秘密が非公知性の要件を欠くに至った場合については、指定が無効となること、および、非公知性の要件に関しては、法三章で本来予定された範囲以外の者が特定秘密を知ったような場合には非公知性を欠くことを法で明示すべきであり、法でこれが明示されるまで、法執行は延期されるべきである。
　また、仮に法律で解除の要件について具体的に定めない場合であっても、施行令で、法３章で定める者以外の者が特定秘密について知りうる状態になった場合には、指定が無効になることおよびその場合の指定解除の手続きを明示すべきである。
施行令第２章第３節１２条１０号について
【意見】　特定秘密文書等の奪取その他特定秘密の漏えいのおそれがある緊急の事態における廃棄を定めているが、不当廃棄の口実として用いられるおそれがある。
　不当破棄の口実とならないよう、破棄した場合についての破棄した特定秘密およびその漏えいのおそれの具体的内容ならびに破棄の方法を記録した文書を作成すること、ならびに、当該文書の保存年限が終了した後は、国立公文書館にて保管することを行政機関の長に義務付ける旨、公文書管理法に定めるべきである。
運用基準に設けられた適性評価の実施に関する事項について
【意見】
法律で定めるべきである。仮にそうでないとしても、以下の事項を施行令で定めるべきである。
「IV 適性評価の実施　７結果等の通知（１）評価対象者への結果及び理由の通知」について
　施行令に定めるとともに、漏らすおそれがないと認めた具体的事実を通知すべきことも定めるべき。
「IV 適性評価の実施　８苦情の申出とその措置（１）苦情の処理のための体制」について
　施行令で定めるとともに、情報提供をした職員も苦情処理担当者に指定すべきでないことを定めるべき。
「IV 適性評価の実施　８苦情の申出とその措置（３）苦情の処理の手続」について
１）苦情申出者に意見陳述、資料提出の機会を保障すべきである。
２）また、苦情申出者が適確な意見陳述がなしうるよう、適性評価実施者から聴取した判断の根拠等に関する項目を苦情申出者に開示すべきである。
「IV 適性評価の実施　８苦情の申出とその措置（４）苦情の処理結果の通知」について
　苦情処理結果の評価の根拠となった苦情申立の主張を裏付ける事実、当該事実についての評価を根拠付ける事実を記載すべきである。
「IV 適性評価の実施　１２　適性評価の実施に関する関係行政機関の協力」について
「行政機関の長は、他の行政機関の職員および他の行政機関が契約する適合事業者の従業者について適性評価の調査を代行してはならない」とあるが、評価対象者について広範な照会を行うことにより、調査の代行をすることのないよう、照会すべき事項を明白に定めるべきである。
以上
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